
○ 社⾧の⾧谷川でございます。
○ 本日はお忙しいところ、弊社説明会にご参加いただきまして誠にありがとうございます。
○ 本日はまず、決算の概要、及び中計の進捗等につきまして私の方からご説明させていただきます。その後、財務部⾧の藤原より決算の詳細につきましてご説明いたします。
○ ご説明に入る前に、本日先ほどプレス発表させていただきましたGW及び4月のご利用状況等につきまして、ご紹介させていただきます。
○ GWにつきましては、昨年に比べればいずれも増となっておりますが、緊急事態宣言下での連休であり、コロナ前と比較しますと低調な結果となりました。
○ コロナ前である20.3期のGWとの比較で申し上げますと、山陽新幹線が22%、近畿圏が33%でございました。
○ 4月の月累計の実績も含めまして、詳しくはホームページに掲載しておりますのでご覧ください。







○ それでは資料の3ページをご覧ください。
○ 21年3月期につきましては、連結営業収益が8,981億円、連結営業損失が▲2,455億円、連結当期純損失が▲2,332億円でございました。
○ 収入につきましては、年明けの緊急事態宣言再発出等に伴い移動需要が減退し、想定を下回ったものの、業績予想公表時よりグループをあげてコスト削減額等を上積みしたことなどにより、大きな赤字ではございますが、概ね見通しの通りの赤字幅となりました。
○ 22年3月期につきましては、通期で連結営業収益が1兆2,575億円、連結営業利益が120億円、連結当期純利益が30億円と黒字化の計画としております。
○ コロナからの回復状況に大きく依存しますが、引き続き様々なコスト低減の工夫や収益回復策により2期連続赤字を回避し、僅かではございますが何とか黒字化を達成していきたい考えでございます。
○ ここで、今期の収入及びコストの前提につきまして少し詳しくご説明いたします。



○ まずは運輸収入の前提でございます。4ページをご覧ください。
○ 昨年10月の中計見直し時の想定と比較しますと、コロナの収束状況の遅れをふまえ、回復局面に入る時期を見直しております。
○ 具体的には、7月までは足元の水準が継続し、8月以降に回復局面に入り、概ね3ヶ月かけて9割の水準に達するという新たな前提を置いてございます。なお、今後のワクチン接種のスケジュールやコロナの収束状況により変わりうることにはご留意ください。



○ 次にコストの見通しでございます。5ページをご覧ください。
○ 21年3月期は、連結で▲1,100億円削減いたしました。単体、子会社ともに当初想定を上回る削減を行っております。
○ 今期のコストにつきましては、引き続き緊急的な抑制を中心に、単体で約▲800億円、子会社で約▲300億円と21年3月期並みの削減を目指しております。
○ 単体につきましては、グラフでお示しの通り、今期のコスト削減もその大宗は緊急的な抑制でございますが、ダイヤ削減などコスト構造改革による減も一部見込んでおります。コスト構造改革は、⾧期的な取り組みで、少しずつではございますが、着実に前進していきたいと思います。



○ 次に配当につきましてご説明します。6ページをご覧ください。
○ 21年3月期につきましては、概ね業績予想でお示ししたとおりの実績となりました。⾧期安定的な配当を重視する方針に基づき、予定通り、期末配当は1株50円とさせていただく予定です。
○ 22年3月期につきましては、一定の前提のもと業績予想をお示ししております。⾧期安定的な配当を重視する方針に基づき、業績回復へむけた決意という意味でも、通期で1株100円の予定としております。





○ ここからは、中計施策につきましてその進捗等をご説明いたします。
○ 昨年10月の中計見直しにおきましては、打ち手として4つの柱を掲げました。



○ まずは安全性向上です。9ページをご覧ください。
○ 安全は最重要戦略で経営の根幹でございます。掲げたKPIにつきましては、福知山線列車事故後着実に減らしてきております。
○ また、先般「将来にわたる鉄道の安全の実現に向けて」を策定しました。事故後入社の社員が半数以上となる中で、安全の実現に欠かせない視点を定義し、その視点を将来にわたる安全な鉄道を築いていくための羅針盤として教育、継承してまいります。
○ また、自然災害対策や鉄道労災対策も着実に進めてきております。



○ 次に地域共生の深耕についてご説明します。10ページをご覧ください。
○ 新幹線につきましては、輸送サービスの更なるブラッシュアップとしてEXサービスの機能拡充を進めております。
○ また、来るべき需要回復に備え、他社との連携も強化しております。まず、インバウンド需要回復に向けてはJAL様と連携、観光需要回復に向けてはUSJ様や星野リゾート様といった強力なパートナーとの連携も進めております。



○ 11ページには在来線の取り組みをお示ししております。
○ 近畿圏におきましては、ご利用平準化に向けて、「ICOCAでジサポ」のテストマーケティングを4月からスタートさせております。今般、国交省の「第2次交通政策基本計画」の素案にダイナミックプライシングが盛り込まれており、今後、国においても議論が活発化することを願っております。



○ 非鉄道事業につきましては12ページをご覧ください。
○ 各商業施設のリニューアルを進めたほか、大規模プロジェクトでございます大阪駅の新駅ビルにつきましては、いよいよこの3月に着工しております。コロナによるニーズの変化もふまえ、中⾧期的な視点で開発を進めてまいります。



○ 次に13ページをご覧ください。
○ コロナによる行動変容等を踏まえた新たな価値創造も様々なトライアルを進めております。
○ オフィスに関しては、「場所を選ばず仕事をする」スタイルの急速な普及に対応すべく、シェア型やブース型など様々な形態のコンテンツを試行的に設置しており、加えまして、新幹線車内のビジネス環境の強化につきましても検討を進めてまいります。
○ ワーケーション・多拠点居住では、JR西日本×住まい・ワーケーションサブスクの第2弾の実証実験中で、こちらも前回に続きご好評をいただいております。
○ 引き続き、様々なトライアルを継続的に実施し、トライ＆エラーを繰り返しながらニーズを把握し、商品の充実に努めてまいります。



○ 次に、鉄道事業の構造改革については14ページをご覧ください。
○ 鉄道オペレーションの生産性向上・スリム化は様々な取り組みに既に着手しております。
○ 例えば、地上設備の状態監視や自動改札機のCBMソリューションなどメンテナンスを効率化する施策に加え、営業面ではセルフ化、IC化と併せてみどりの窓口数を今中計期間中に概ね半減させる予定でございます。既に、具体的な効果が確認できているものもございますので、引き続き、これらの取り組みを着実に進めてまいります。
○ ご利用に応じたダイヤの適正化については、今春のダイヤ改正で在来線特急の定期列車を大幅に臨時列車化するなど柔軟なダイヤ設定を可能にし、状況によりましてはこの秋にダイヤ改正を前倒しすることも検討しております。



○ 15ページでは非鉄道事業の構造改革の進捗をお示ししております。
○ 全ての事業で、①スピーディーな事業ポートフォリオの見直し、②業務プロセスの見直しによる高効率化、の2つの観点で着実に構造改革を推進してまいります。
○ コロナの影響を大きく受けている日本旅行につきましても、先般、中計の見直しを公表させていただきました。ビジネスモデルの転換や運営体制の見直しなど掲げた施策を進めてまいります。



○ 次に16ページをご覧ください。
○ デジタル戦略につきましては、データに基づく「勝ち筋の発見」によりサービスの利用増を促し、鉄道、非鉄道といった枠を超え、「個」のお客様の購買総額を増やすことを目的として取り組んでおります。
○ 既に実証実験的に行ったスタンプラリーでは、ショッピングセンターでの購買単価の増やICOCAによる鉄道のご利用増が確認できたケースもございます。
○ 2023年春リ リースのモバイル ICOCAやWESTERをキーデバイスとして、「個」が見えるデータを分析し、2025年大阪・関西万博の機会を活かしながら、増収を目指してまいります。



○ 最後に17ページをご覧ください。
○ この度、環境⾧期目標「JR西日本グループ ゼロカーボン2050」を策定し、先日公表いたしました。
○ 2050年にJR西日本グループ全体のCO2排出量「実質ゼロ」を目指し、その達成に向け政府目標も踏まえ、2030年度に2013年度比でCO2排出量46%削減を目指すというものでございます。
○ その達成に向けまして、3つ掲げております。具体的には①新技術による鉄道の環境イノベーション、②省エネルギーの更なる推進、③地域との連携による脱炭素社会実現への貢献です。
○ 加えまして、TCFD提言への賛同を表明いたします。今後、シナリオ分析などを進め、財務インパクト等について改めて公表させていただく所存です。
○ 最後になりましたが、緊急事態宣言の3度目の発出など非常に厳しい経営環境が続いておりますが、この困難な状況においても社会インフラ企業としてその使命を果たす決意に変わりはございません。
○ 本日お示ししました収入回復の前提のもと、僅かではございますが、何とか黒字化を実現できるようにグループをあげて取り組んでまいります。
○ そのためにも、中計見直しで掲げました安全性向上はもちろんのこと、構造改革などを着実に実行してまいります。そして、地域共生の深耕により需要回復に備え既存事業を磨き上げるとともに新たな価値創造などチャレンジを続けてまいります。
○ そして、こういった状況だからこそ、これまで以上にステークホルダーの皆さまとの対話を充実させ、私が先頭に立って、皆さまと共に「変革・復興」に向けた歩みを進めてまいる考えです。
○ 私からの説明は以上です。







○ 財務部⾧の藤原でございます。私からは、決算につきまして、ポイントを絞って補足いたします。
○ まずは20ページをご覧ください。単体決算の概要です。
○ 営業収益は、運輸収入の減により、対前年▲4,539億円減となりました。
○ 営業費用は、収入連動費用の減に加え広告宣伝費等コスト節減を実施したことにより対前年▲1,004億円減となりました。
○ 結果、営業損益は、対前年▲3,535億円減となり▲2,338億円の損失、最終損益は対前年▲2,909億円減となり、▲2,173億円の純損失となりました。
○ なお、表の右側に業績予想に対する増減について記載しております。



○ 21ページをご覧ください。
○ 運輸収入は、対前年▲4,374億円減となりました。
○ バスケット別では、新幹線は▲2,756億円減となりました。内訳と し ま して 、山陽新幹線が▲2,506億円減、北陸新幹線が▲249億円減です。
○ 近畿圏、その他在来線は記載の通りです。
○ なお、欄外に記載の通り、コロナによる減収影響は、インバウンドも含め約▲4,330億円でした。





○ 23ページをご覧ください。
○ 人件費は、賞与の水準を見直したことや、超勤手当の減、一時帰休の実施等により、▲308億円減。
○ 業務費は、収入連動による発売手数料の減、厳しい経営環境をふまえた広告宣伝費の節減等により、▲485億円減です。その他記載の通りです。
○ なお、対前年▲1,004億円減のうち、約▲750億円が費用節減によるものです。安全に係る施策は着実に実施したうえで、通期目標とした▲400億円を大きく上回る節減を実施しました。





○ 25ページ、26ページをご覧ください。連結決算の概要です。
○ 流通業は、対前年▲838億円減収、営業損益は▲189億円減益で▲150億円の赤字となりました。緊急事態宣言期間を中心にご利用が低迷しました。
○ 不動産業は、対前年▲193億円減収、営業損益は▲56億円減益となりました。SC業では、広島駅ビルの建替え影響や賃料減免等を行うなどした結果、減収、減益となりましたが、コスト節減の深度化などにより、不動産賃貸・販売業と同じく、営業黒字を確保しています。
○ その他事業は、対前年▲503億円減収、営業損益は▲248億円減益でした。ホテル業、旅行業の低迷によります。





○ 27ページをご覧ください。21年3月期は⾧期・短期資金合計で約7,000億円の調達を行いました。一部を償還した結果、期末の⾧期債務残高は、20年3月期末から+5,405億円増となっています。





○ 次に業績予想についてご説明いたします。29ページをご覧ください。
○ 営業収益につきましては、運輸収入の増により対前年＋2,285億円増を計画しております。
○ 営業費用につきましては、対前年▲82億円減、営業利益につきましては、対前年+2,368億円増を計画しております。



○ 30ページをご覧ください。運輸収入の見通しです。
○ 新幹線収入3,135億円の内訳は、山陽新幹線が2,840億円、北陸新幹線が295億円の計画です。
○ コロナ影響につきましては、対前年での反動増として特殊要因に記載しております。



○ 31ページをご覧ください。単体営業費用の見通しです。
○ 発売手数料等、収入連動費用が増となる一方で、安全の確保は大前提としつつ、引き続きその他のコスト節減を進めることや、一部償却方法の見直しを行うこと等により、対前年▲82億円減の計画です。





○ 連結の業績予想につきましては33ページから34ページをご覧ください。
○ 今期は「収益認識に関する会計基準」の適用による影響がございますので、旧基準で見た場合の収益を併記しております。新基準適用の影響としまして、百貨店業で▲347億円の減収、旅行業で+971億円の増収等がございます。なお、利益に与える影響はございません。
○ この影響を除いた上で事業別にみますと、対前年では、コロナ影響の減により全事業で増収、不動産賃貸販売業を除き営業損益の改善を見込んでおります。
○ 不動産賃貸販売業は、販売の増などにより増収を見込んでおりますが、大型賃貸物件の開業費などにより、減益の計画としております。





○ 最後に35ページをご覧ください。
○ 21年3月期の連結設備投資額は対前年▲379億円減となる2,166億円でした。不動産業を中心に開発件名を抑制するなどし、業績予想からも▲133億円減となりました。
○ 22年3月期の連結設備投資額はいよいよ大規模プロジェクトに伴う投資が増となることなどにより対前年+285億円増の2,450億円を計画しております。
○ 私からの説明は以上です。
















